
期末手当

（千円）

年間支給率

（月分）

5,254

3.10

12,576

3.10

そ の 他の
特 別 職 467 43,015 43,015 1,925 44,940

計 481 86,479 16,113 17,830 699 121,121 32,678 153,799

5,000

2.95

11,994

2.95

そ の 他の
特 別 職 357 36,856 36,856 36,856

計 371 80,416 17,460 16,994 699 115,569 26,025 141,594

254
0.15
582

0.15

そ の 他の
特 別 職 110 6,159 6,159 1,925 8,084

計 110 6,063 △ 1,347 836 0 5,552 6,653 12,205

（人） （千円）
寒冷地手当

給  与  費  明  細  書
１　特　別　職

区 分

職員数

給 与 費

合　計

備　考報酬 給料 計
（千円）

（千円） （千円）

本年度

長 等 2 16,113 699

議 員 12

22,066 3,915 25,981

43,464 26,838

共済費

その他の手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

地域手当

56,040

前年度

長 等 2 17,460

議 員 12 43,560

176

22,286 77,840

3,739

82,878

26,89823,159

55,554

699

比　較

長 等 0 △ 1,347 0 △ 917

議 員 0 △ 96 5,038486 4,552

△ 1,093
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(1) 総 括

（人）

(  17 )

171

(  16 )

166

(  1 )

5

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。

（単位：千円）

区　分

本年度

前年度

比　較 △ 534 279 618 433 △ 2,082

40,737 13,339 140,292 63,065

△ 155 2,665 7,88617,844

12,990 22,256 7,980 10,764 5,899

期末手当 勤勉手当

12,456 22,535 8,598 11,197 3,817 58,581 13,184 142,957 70,951

42,508

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 4,514 26,954 31,468 11,040

1,180,259

前年度 0 625,604 317,322 942,926 194,825 1,137,751

本年度 0 630,118 344,276 974,394 205,865

備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合計

（千円）

２　一　般　職

区 分 職員数

給与費

共済費
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額  （千円） 説 明

4,514 給与改定に伴う増減分 △ 1,257

0.30%

△2.0%

昇給に伴う増加分 6,513 1.30%

その他の増減分 △ 742 職員の異動等によるもの

（その他） (計)

１５０ 人 ３８ 人 １８８ 人

１５０ 人 ３２ 人 １８２ 人

０ 人 ６ 人 ６ 人

26,954 制度改正に伴う増減分 6,861

その他の増減分 20,093 職員の異動等によるもの

職
員
手
当

職員数の異動状況

給

料
前年度

給与改定実施時期

前年度
平 成 26 年 4 月 1 日

本年度

増 減 事 由 別 内 訳     （千円） 備 考

給与改定実施時期

給料の改定率

平均昇給率

給与改定の状況

平 成 27 年 4 月 1 日

給料の改定率

本年度

増　減

（現に在職する職員数）
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

イ　初任給

技 能 労 務 職

中 学 卒 131,500

高 校 卒 137,600

大 学 卒 174,200 174,200

142,100

142,100 142,100

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

国 の 制 度

一 般 行 政 職

平成２６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 321,822 318,367

平 均 給 与 月 額 362,878 343,305

平 均 年 齢 42.49 44.17

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平成２７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 315,288 322,600

平 均 給 与 月 額 324,875 347,707

平 均 年 齢 41.94 45.17

－140－



ウ　級別職員数

級 級

１級 ５ 6.1 １級

２級 ８ 9.8 ２級 ３ 50.0

３級 ２３ (８) 28.0 ( 72.7 ) ３級 １ 16.7

４級 ２４ 29.3 ４級 ２ 33.3

５級 ７ (３) 8.5 ( 27.3 ) ５級

６級 １０ 12.2 ６級

７級 ５ 6.1 ７級

計 ８２ (１１) 100.0 ( 100.0 ) 計 ６ (０) 100.0 ( 0.0 )

１級 １ 1.3 １級

２級 ９ 11.3 ２級 ３ 50.0

３級 ２４ (８) 30.0 ( 100.0 ) ３級 １ 16.7

４級 ２３ 28.8 ４級 ２ 33.3

５級 ７ 8.8 ５級

６級 １０ 12.5 ６級

７級 ６ 7.5 ７級

計 ８０ (８) 100.2 ( 100.0 ) 計 ６ (０) 100.0 ( 0.0 )

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。

平成27年1月1日現在

平成26年1月1日現在

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

－141－



（級別の標準的な職務内容）

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 任 総 括 主 査 主 幹 参 事 参 事

技 師 主 査 係 長 総 括 主 幹 課 長 課 長

課 長 補 佐 参 与 部 長 部 長

　 　 　

調 理 師 作 業 次 長 作 業 次 長

作 業 員 作 業 長 作 業 長

管 理 員 主 任 総 括 主 任

総 括 主 任

エ　昇給

一般行政職 技術労務職 その他

（A） （人） 85 6 97

（B） （人） 82 6 42

（人） 1 最高号給到達

（人） 18 7

（人） 5 1 新規採用職員

（人） 58 6 34

比 率 （％） 96.5 100.0 43.3

（A） （人） 80 6 96

（B） （人） 75 6 47

（人）

（人） 20 9

（人）

（人） 55 6 38

比 率 （％） 93.8 100.0 49.0

前年度

職 員 数 182

昇 給 に 係 る 職 員 数 128

号 給 数 別 内 訳

１ 号 給

２ 号 給 29

３ 号 給

４ 号 給 99

（B）/（A） 70.3

本年度

職 員 数 188

昇 給 に 係 る 職 員 数 130

号 給 数 別 内 訳

１ 号 給 1

２ 号 給 25

３ 号 給 6

４ 号 給 98

（B）/（A） 69.1

管 理 員

区 分 合 計

技 能 労 務 職

調 理 師

作 業 員

代表的な職種
備　考

区 分 １級

一 般 行 政 職

主 事

技 師
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オ　期末手当・勤勉手当

＊（　　　　）内は、再任用職員の標準的な支給率。

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分 備 考

支給率等 平成27年4月から

国の制度
（支給率等）

平成27年4月から

キ　地域手当

（％）

（人）

（％）

支 給 対 象 職 員 150人

国の指定基準に基づく支給率 3％

定年前早期退職特例措置
(２％～２０％加算）

支 給 対 象 地 域 全　域

支 給 率 4％

25.55625 34.5825 49.59 49.59

(  1.175 ) (  2.150 )
有

そ の 他 の 加 算 措 置 等

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置
(２％～２０％加算）

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度額
（月分）

国 の 制 度
(  1.000 )

有
1.975 2.125 4.100

(  1.150 ) (  2.150 )

2.125 4.100

(  2.150 )
有

前 年 度
(  0.975 )

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

1.900 2.200 4.100

本 年 度
(  1.000 ) (  1.150 )

職 制 上 の 段 階 、 職 務
の 級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考
6月（月分） 12月（月分） （月分）

1.975
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ク　特殊勤務手当

技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.7 11.7

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（平成２７年１月１日現在）

（％） 14.1 66.7

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

住 居 手 当 異なる 自己所有の住宅に居住する職員に対する額が異なる

通 勤 手 当 異なる 交通器具を使用している場合の距離区分に対する額が異なる

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同じ

税等の徴収事務取扱手当　　清掃車運転手当　　じん芥処理作業手当

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

1.0

6.7
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（単位：千円）

期 間 金 額 期間 金 額 国府支出金 地方債 その他

社会福祉法人向陵会「乙訓ひ
まわり園」建設に伴う医療事
業団借入金に対する元金補給
補助

3,341

 自
 平成
 13年度

 至
 平成
 26年度

2,340

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 32年度

1,001 支出の総額

社会福祉法人乙の国福祉会
「晨光苑」建設に伴う医療事
業団借入金に対する元金補給
補助

4,077

 自
 平成
 13年度

 至
 平成
 26年度

2,854

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 32年度

1,223 支出の総額

社会福祉法人あらぐさ福祉会
「デイセンターあらぐさ」
「ワークセンターあらぐさ」
建設に伴う独立行政法人福祉
医療機構借入金に対する元金
補給補助

1,577

 自
 平成
 18年度

 至
 平成
 26年度

668

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 36年度

909 支出の総額

乙訓土地開発公社に対する債
務保証
金融機関に対する損失補償
平成20年度町道大山崎円明寺
線改良工事用地購入事業

64,700 に利子
を加算した額

― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 29年度

24,801 支出の総額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

－145－



（単位：千円）

期 間 金 額 期間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

乙訓土地開発公社に対する債
務保証
金融機関に対する損失補償
平成20年度大山崎町公共水路
事業用地購入事業

5,255 に利子
を加算した額

― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 29年度

4,700 支出の総額

校舎空調設備設置事業
（その１） 35,578

 自
 平成
 20年度

 至
 平成
 26年度

14,988

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 33年度

20,590 支出の総額

乙訓土地開発公社に対する債
務保証
金融機関に対する損失補償
平成22年度町道大山崎円明寺
線改良工事用地購入事業

13,381 に利子
を加算した額

― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 31年度

限度額に同じ 支出の総額

社会福祉法人向陵会「第２乙
訓ひまわり園」建設に伴う医
療事業団借入金に対する元金
補給補助

7,525

 自
 平成
 23年度

 至
 平成
 26年度

1,127

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 41年度

6,398 支出の総額
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（単位：千円）

期 間 金 額 期間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

校舎空調設備設置事業
（その２） 62,400

 自
 平成
 23年度

 至
 平成
 26年度

14,730

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 36年度

47,670 支出の総額

乙訓土地開発公社に対する債
務保証
金融機関に対する損失補償
平成24年度町道大山崎円明寺
線改良工事用地購入事業

24,000 に利子
を加算した額

― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 33年度

16,900 支出の総額

校舎空調設備設置事業
（その３） 6,864

 自
 平成
 24年度

 至
 平成
 26年度

1,121

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 37年度

5,743 支出の総額

乙訓土地開発公社に対する債
務保証
金融機関に対する損失補償
平成16年度町道大山崎円明寺
線改良工事用地購入事業

37,769 に利子
を加算した額

― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 35年度

限度額に同じ 支出の総額
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（単位：千円）

期 間 金 額 期間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

電算システム更新事業 150,000 ― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 31年度

150,000 支出の総額

乙訓土地開発公社に対する債
務保証
金融機関に対する損失補償
平成26年度町道大山崎円明寺
線改良工事用地購入事業

24,000 に利子
を加算した額

― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 35年度

限度額に同じ 支出の総額

大山崎小学校ＰＣ教室等機器
借上事業 31,500 ― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 31年度

29,429 支出の総額

第二大山崎小学校ＰＣ教室等
機器借上事業 31,500 ― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 31年度

29,429 支出の総額

－148－



（単位：千円）

期 間 金 額 期間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

食器洗浄機借上料 5,420 ― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 32年度

4,673 支出の総額

監視用テレビカメラシステム
借上料 581 ― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 29年度

581 支出の総額

保育所給食調理等委託事業
（第３保育所） 42,500 ― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 29年度

42,500 支出の総額

自動体外式除細動器（ＡＥ
Ｄ）借上料 2,600 ― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 32年度

2,600 支出の総額
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（単位：千円）

期 間 金 額 期間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

戸籍システム更新事業 16,000 ― ―

 自
 平成
 28年度

 至
 平成
 32年度

16,000 支出の総額

土地借上料
（中学校通学路新設工事） 4,400 ― ―

 平成
 28年度 4,400 支出の総額

乙訓土地開発公社に対する債
務保証
金融機関に対する損失補償
平成27年度町道大山崎円明寺
線改良工事用地購入事業

24,000 に利子
を加算した額

― ―

 自
 平成
 27年度

 至
 平成
 36年度

限度額に同じ 支出の総額

監視用テレビカメラシステム
借上料
（大山崎小学校）

1,000 ― ―

 自
 平成
 28年度

 至
 平成
 31年度

1,000 支出の総額
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（単位：千円）

期 間 金 額 期間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

図書システム更新事業 13,000 ― ―

 自
 平成
 28年度

 至
 平成
 32年度

13,000 支出の総額
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（単位：千円）

１. 1,011,527 1,091,242 223,800 136,357 1,178,685

(1) 総 務 482,483 406,077 0 62,936 343,141

(2) 民 生 76,457 71,340 0 11,747 59,593

(3) 衛 生 0 6,600 0 0 6,600

(4) 農 林 土 木 145,676 256,554 138,800 21,449 373,905

(5) 消 防 45,026 60,537 6,200 14,985 51,752

(6) 教 育 261,885 290,134 78,800 25,240 343,694

２. 3,979,054 4,080,471 397,100 374,049 4,103,522

(1) 減 収 補 て ん 債 523,795 544,303 33,700 83,980 494,023

(2) 減 税 補 填 債 219,531 164,521 23,232 141,289

(3) 臨時税収補てん債 28,578 21,645 7,072 14,573

(4) 臨 時 財 政 対 策 債 3,068,538 3,249,944 363,400 221,211 3,392,133

(5) 行 政 改 革 推 進 債 25,720 17,150 8,570 8,580

(6) 退 職 手 当 債 112,892 82,908 29,984 52,924

4,990,581 5,171,713 620,900 510,406 5,282,207

普 通 債

そ の 他

合 計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

区 分 前 前 年 度 末 現 在 高
前 年 度 末 現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末 現 在 高
見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中 元 金
償 還 見 込 額

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書
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